
【随意契約に関する情報】

令和3年4月分（公表日：令和3年5月31日）

工事の名称、場所、期間及び
種別又は物品等若しくは役務

の名称及び数量

契約事務責任者
の職名及び氏名

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は

名称及び住所

随意契約によることとした契約事務細則の根拠規
定及び理由（企画競争又は参加確認型公募を経

た場合はその旨）
予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

再就職の
役員数

備考

1
タクシー乗車伝票使用契約の
更新について（東京四社営業委
員会）

総括理事
瀬島 浩子

令和3年4月1日
東京四社営業委員会
東京都中央区日本橋本町
4－15－11

タクシー運賃は関東運輸局により定められてお
り、事業者に価格差が生じないこと及び都内所属
のタクシー台数が1万2千台をこえる利便性を鑑み
引き続き随意契約を延長することとした。（契約事
務細則第28条第1項第4号）

契約事務細則第34
条第1項第1号

             6,000,000 - 0 -

2
札幌事務所貸室賃貸借契約の
更新

総括理事
瀬島 浩子

令和3年4月1日

一般社団法人北海道酪農
協会
北海道札幌市中央区北3
条西7丁目1番地

札幌事務所の賃貸借契約であり、契約の目的物
件等が特定の者からでなければ調達することがで
きないものに該当するため。
（契約事務細則第28条第1項第1号二（ⅱ））

省略（契約事務細
則第34条第1項第1
号）

             2,666,400 - 0

単価契約
222,200円／月
（共益費79,200円含
む）

3
ＥＵにおける農畜産物の需給動
向、農業政策等に関する調査に
係る契約

理事
藤原 直

令和3年4月1日

独立行政法人日本貿易振
興機構
東京都港区赤坂１丁目１２
番３２号

機構は従来よりジェトロとの間で、日本産農畜産
物・食品の輸出促進や、農畜産物の需給・価格動
向や農業政策等の調査について、協力関係を構
築してきたところ、当該関係を更に強化・発展させ
るべく、連携協定を締結した。
この協定において、協定実施のために必要な契約
を締結するとされていること等を踏まえ、農畜産物
の主要輸出入先国であるEUにおける農畜産物の
需給動向、農業政策等に関する調査について随
意契約を締結し、現地における持続的な情報収集
体制を確保のうえ、機構情報誌やHP等を通じた継
続的な情報提供を行う必要があるため。
（契約事務細則第28条第1項第1号ト）

-           186,331,200 - 0 -

4
北米における農畜産物の需給
動向、農業政策等に関する調
査に係る契約

理事
藤原 直

令和3年4月1日

独立行政法人日本貿易振
興機構
東京都港区赤坂１丁目１２
番３２号

機構は従来よりジェトロとの間で、日本産農畜産
物・食品の輸出促進や、農畜産物の需給・価格動
向や農業政策等の調査について、協力関係を構
築してきたところ、当該関係を更に強化・発展させ
るべく、連携協定を締結した。
この協定において、協定実施のために必要な契約
を締結するとされていること等を踏まえ、農畜産物
の主要輸出入先国である北米における農畜産物
の需給動向、農業政策等に関する調査について
随意契約を締結し、現地における持続的な情報収
集体制を確保のうえ、機構情報誌やHP等を通じた
継続的な情報提供を行う必要があるため。
（契約事務細則第28条第1項第1号ト）

-           149,252,400 - 0 -



工事の名称、場所、期間及び
種別又は物品等若しくは役務

の名称及び数量

契約事務責任者
の職名及び氏名

契約を締結した日
契約の相手方の商号又は

名称及び住所

随意契約によることとした契約事務細則の根拠規
定及び理由（企画競争又は参加確認型公募を経

た場合はその旨）
予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

再就職の
役員数

備考

5

肉用牛肥育経営安定交付金制
度全国統一電算処理システム
（都道府県段階・直接交付方
式）改修等委託業務

理事
土肥 俊彦

令和3年4月1日

株式会社南日本情報処理
センター
鹿児島県鹿児島市東開町
４－１０４

　新型コロナウイルス感染症に係る畜産経営対策
において、肥育経営に及ぼす影響を緩和するた
め、生産者負担金の納付猶予、生産者積立金が
払底した月以降、新たに生産者負担金の額を設
定する等の措置が講じられている。
　こうした中、負担金の納付再開に際する考え方
が示されたが、現行システムでは、想定していな
かったことまた、早ければ令和３年６月にも負担金
の納付等が再開されることが見込まれていること
から、現行システムを開発した者に対し、随意契
約により改修業務を委託し、システムの改修を確
実に実施することとしたい。
（契約事務細則第２８条第１項第２号ロ）

-              4,455,000 - 0 -


	随意契約様式(令和3年4月分　公表用）

